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登録申請開始まであと8カ月
適格請求書等保存方式の概要と

実務上の留意点

デロイト トーマツ税理士法人
税理士

纐纈　明美

こ
の
記
事
の
エ
ッ
セ
ン
ス

●「適格請求書等保存方式」とは、売手側に登録番号、消費税率、消費税額等の一
定の記載要件を満たす「適格請求書等」の発行および保存を義務づけ、買手側の仕
入税額控除はその適格請求書等の保存を要件とする制度である（2023年10月１日
から適用）。
●売手側が「適格請求書等」を発行できる条件は、課税事業者であること、および所
轄税務署に「適格請求書発行事業者」として登録していることである。

●原則として免税事業者からの課税仕入れについては仕入税額控除がとれなくなる
が、6年間（2023年10月１日～ 2029年９月30日）、一部仕入税額控除を認める
経過措置が設けられている。

●適格請求書保存方式開始（2023年10月１日）まで３年を切ったが、実務上の種々
の課題を認識し、システム対応等に要する期間を考慮して準備を行う必要がある。

２
０
１
９
年
10
月
１
日
か
ら
の
軽
減
税

率
制
度
の
導
入
に
伴
い
、
わ
が
国
の
消
費

税
率
は
単
一
税
率
か
ら
複
数
税
率
と
な
っ

た
。
複
数
税
率
制
度
下
に
お
け
る
適
正
な

消
費
税
課
税
を
確
保
す
る
た
め
の
し
く
み

と
し
て
２
０
２
３
年
10
月
１
日
か
ら「
適

格
請
求
書
等
保
存
方
式
」（
い
わ
ゆ
る「
イ

ン
ボ
イ
ス
制
度
」）が
導
入
さ
れ
る
が
、
制

度
開
始
ま
で
３
年
を
切
っ
て
お
り
、ま
た
、

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
開
始
と

な
る
２
０
２
１
年
10
月
１
日
ま
で
１
年
を

切
っ
て
い
る
。
シ
ス
テ
ム
対
応
等
に
要
す

る
期
間
を
考
慮
し
て
準
備
を
行
う
必
要
が

あ
る
こ
と
か
ら
、
適
格
請
求
書
等
保
存
方

式
に
係
る
制
度
の
内
容
、
実
務
上
の
留
意

点
等
に
つ
い
て
解
説
を
行
う
。

制
度
概
要

２
０
１
９
年
９
月
30
日
ま
で
の
単
一
税

率
制
度
下
で
は
、
い
わ
ゆ
る「
請
求
書
等

保
存
方
式
」が
採
用
さ
れ
て
い
た
が
、
複

数
税
率
制
度
下
に
お
け
る「
適
格
請
求
書

等
保
存
方
式
」へ
の
切
替
え
に
は
、
相
応

の
事
務
負
担
や
コ
ス
ト
が
か
か
る
こ
と
、

適
切
に
対
応
す
る
た
め
に
は
相
当
の
準
備

期
間
が
必
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
施

行
時
期
は
複
数
税
率
と
な
っ
て
か
ら
４
年

後
の
２
０
２
３
年
10
月
１
日
と
さ
れ
て
い

る
。
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
開
始
ま
で

の
４
年
間（
２
０
１
９
年
10
月
１
日
か
ら

２
０
２
３
年
９
月
30
日
）は
、「
区
分
記
載

請
求
書
等
保
存
方
式
」が
採
用
さ
れ
、「
請

求
書
等
保
存
方
式
」を
維
持
し
つ
つ
、
軽

減
税
率
の
適
用
対
象
か
否
か
を
明
確
に
す

る
記
載
事
項
を
追
加
し
た
、
帳
簿
お
よ
び

請
求
書
等
の
保
存
を
仕
入
税
額
控
除
の
要

件
と
し
て
い
る
。

現
行
の「
区
分
記
載
請
求
書
等
保
存
方

式
」と「
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
」と
の

主
な
違
い
は
図
表
１
の
と
お
り
で
あ
る
。

「
区
分
記
載
請
求
書
等
保
存
方
式
」に
お

い
て
は
、
適
用
税
率
等
に
関
す
る
一
定
の

事
項
が
追
加
記
載
さ
れ
た
請
求
書
等（
い

わ
ゆ
る「
区
分
記
載
請
求
書
等
」）の
保
存

を
仕
入
税
額
控
除
の
適
用
要
件
と
す
る
も

の
の
、
課
税
資
産
の
譲
渡
等
を
行
う
売
手

側
に
請
求
書
等
の
発
行
を
義
務
づ
け
て
お

ら
ず
、
ま
た
、
そ
の
発
行
者
を
課
税
事
業

者
に
限
定
し
て
い
な
い
点
に
つ
い
て
は
、

「
請
求
書
等
保
存
方
式
」か
ら
変
更
は
さ
れ

て
い
な
い
。

「
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
」で
は
、
複

数
税
率
の
制
度
下
に
お
い
て
、
売
手
側
に

お
け
る
適
用
税
率
の
認
識
と
買
手
側
に
お

け
る
適
用
税
率
の
認
識
を
一
致
さ
せ
る
た

め
に
、
売
手
側
に
消
費
税
率
・
税
額
等
の

必
要
な
情
報
を
記
載
し
た
適
格
請
求
書
等

の
発
行
お
よ
び
保
存
を
義
務
づ
け
る
と
と

も
に
、
買
手
側
で
は
当
該
適
格
請
求
書
等
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（図表１）　適格請求書等保存方式適用前後の主な変更点

　　 区分記載請求書等保存方式
 （2019年10月１日～ 2023年9月30日）

適格請求書等保存方式 
（2023年10月１日～）

税率 ・10%の標準税率
 • 8%の軽減税率 ・変更なし

請求書等の発行義務 
（売手側）

・請求書等の交付義務なし ・適格請求書の交付・保存義務あり（一定の交付義務免
除制度あり）

・免税事業者も請求書等の発行可 ・適格請求書発行事業者の登録番号制度が導入され、免
税事業者は適格請求書等の発行不可

仕入税額控除の要件
（買手側）

・帳簿および請求書等の保存が要件 ・帳簿および適格請求書等の保存が要件

・免税事業者からの仕入税額控除可
・免税事業者からの仕入税額控除不可 　
(注)　免税事業者からの仕入税額控除の特例に係る経過
措置あり

税額の計算方法

【売上税額】
原則：税率ごとの取引総額からの割戻し計算
特例：請求書の税額の積上げ計算

【売上税額】 
・変更なし（ただし、積上げ計算は「適格請求書」の税額の

積上げ計算）

【仕入税額】
原則：税率ごとの取引総額からの割戻し計算
特例：請求書の税額の積上げ計算

【仕入税額】
原則：適格請求書の税額の積上げ計算
特例：税率ごとの取引総額からの割戻し計算
※　売上税額計算で積上げ計算（特例）を選択した場合には、仕入税額
計算では割戻し計算の適用は不可

(注)　 【免税事業者からの仕入税額控除の特例に係る経過措置】
　2023年10月1日以後の一定期間は経過措置が設けられる。免税事業者から行う課税仕入れについても、「区分記載請求書等保存方式」の要件を満たす帳簿および請求書等と経過措置の適用
を受けたものである旨を記載した帳簿を保存している場合には、一定割合の仕入税額控除が認められる。

仕入税額
控除割合 100% 100% 80% 80% 80% 50% 50% 50% 0%

2021.10.1 2022.10.1 2023.10.1 2024.10.1 2025.10.1 2026.10.1 2027.10.1 2028.10.1 2029.10.1 ～

適格請求書発行事業者
登録申請受付開始

適格請求書等保存方式
制度開始

の
保
存
を
仕
入
税
額
控
除
の
適
用
要
件
と

し
た
。
ま
た
、
適
格
請
求
書
を
発
行
で
き

る
の
は
、
所
轄
税
務
署
に
登
録
申
請
書
を

提
出
し
登
録
さ
れ
た
課
税
事
業
者（
以
下
、

「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
」と
い
う
）に

限
定
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
し
く
み
を
機
能

さ
せ
る
観
点
か
ら
、
買
手
側
か
ら
売
手
側

が
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
で
あ
る
こ
と

を
確
認
で
き
る
よ
う
に
、
国
税
庁
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
、
適
格
請
求
書
発
行

事
業
者
に
つ
い
て
登
録
番
号
を
も
と
に
検

索
し
閲
覧
で
き
る
し
く
み
の
導
入
が
予
定

さ
れ
て
い
る
。

適
格
請
求
書
の

記
載
事
項
等

⑴
　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の

　
義
務

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
は
、
国
内
に

お
い
て
課
税
資
産
の
譲
渡
等
を
行
っ
た
場

合
に
、
買
手
側
の
事
業
者（
免
税
事
業
者

を
除
く
）か
ら
求
め
ら
れ
た
と
き
は
、
原

則
と
し
て
後
記
⑵
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載

し
た
請
求
書
、
納
品
書
そ
の
他
こ
れ
ら
に

類
す
る
書
類（
以
下
、「
適
格
請
求
書
」と
い

う
）を
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い（
新
消

法
57
の
４
①
）。

ま
た
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
が
、

小
売
業
等
の
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
に
課

税
資
産
の
譲
渡
等
を
行
う
一
定
の
事
業
を

行
う
場
合
に
は
、適
格
請
求
書
に
代
え
て
、

後
記
⑵
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
請
求

書
、
納
品
書
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
書

類（
以
下
、「
適
格
簡
易
請
求
書
」と
い
う
）

を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る（
新
消
法
57

の
４
②
）。
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
に
課

税
資
産
の
譲
渡
等
を
行
う
一
定
の
事
業
と

は
、
小
売
業
、
飲
食
店
業
、
写
真
業
、
旅

行
業
、
タ
ク
シ
ー
業
ま
た
は
駐
車
場
業
等

と
さ
れ
て
い
る（
新
消
令
70
の
11
）。

さ
ら
に
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

は
、
課
税
事
業
者
に
返
品
や
値
引
き
等
の

売
上
に
係
る
対
価
の
返
還
等
を
行
う
場
合

に
は
、
一
定
の
事
項
を
記
載
し
た
請
求

書
、
納
品
書
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
書

類（
適
格
返
還
請
求
書
）の
交
付
義
務
も
課

さ
れ
て
い
る（
新
消
法
57
の
４
③
）。

な
お
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
は
、

前
記
適
格
請
求
書
等
の
交
付
に
代
え
て
、

こ
れ
ら
の
書
類
に
記
載
す
べ
き
事
項
に
係

る
電
磁
的
記
録
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き

る（
新
消
法
57
の
４
⑤
）。

ま
た
、
適
格
請
求
書
等
を
交
付
し
た
事

業
者
は
、
そ
の
写
し
を
整
理
し
、
交
付
し

た
日
の
属
す
る
課
税
期
間
の
末
日
の
翌
日

か
ら
２
月
を
経
過
し
た
日
か
ら
７
年
間
保

存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い（
新
消
令
70
の

13
）。

Viewpoint
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⑵
　
適
格
請
求
書
の
記
載
事

項区
分
記
載
請
求
書
、
適
格
請
求

書
お
よ
び
適
格
簡
易
請
求
書
の
記

載
内
容
の
比
較
を
す
る
と
、
図
表

2
の
よ
う
に
な
る
。

適
格
請
求
書
に
記
載
す
る
消
費

税
額
等
は
、
図
表
3
の
と
お
り
税

率
の
異
な
る
ご
と
に
区
分
し
た
課

税
資
産
の
譲
渡
等
に
係
る
税
抜
価

額
ま
た
は
税
込
価
額
の
合
計
額
か

ら
計
算
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る

（
新
消
令
70
の
10
①
）。
こ
の
場
合

の
消
費
税
額
等
の
端
数
処
理
は
、

一
の
適
格
請
求
書
に
つ
き
、
税
率

ご
と
に
１
回
の
端
数
処
理
を
行
い

（「
消
費
税
の
仕
入
税
額
控
除
制
度

に
お
け
る
適
格
請
求
書
等
保
存
方

式
に
関
す
る
取
扱
通
達
の
制
定
に

（図表３）　適格請求書に記載する消費税
額等の計算方法

税抜価額
より計算

標準税率対象（軽減税率対象）
税抜価額の合計額

 × 10％ （または8％）

税込価額
より計算

標準税率対象（軽減税率対象）
税込価額の合計額

 ×10/110 （または8/108）

（図表２）　区分記載請求書、適格請求書および適格簡易請求書の記載内容の比較

2019年10月1日～ 2023年9月30日
【区分記載請求書】

2023年10月1日～
【適格請求書】

2023年10月1日～
【適格簡易請求書】

記載内容

① 請求書発行者の氏名または名称

② 課税売上を行った年月日

③
取引の内容(軽減対象課税資産の譲
渡等である場合は、その旨と資産の
内容)

④ 税率の異なるごとに合計した対価の
額

⑤ 請求書受領者の氏名または名称

記載内容

① 適格請求書発行事業者の氏名または
名称、および登録番号

② 課税売上を行った年月日

③
取引の内容(軽減対象課税資産の譲
渡等である場合は、その旨と資産の
内容)　

④ 税抜価額または税込価額を税率の異
なるごとに区分して合計した額

⑤ 請求書受領者の氏名または名称

⑥ 税率ごとに区分した消費税額等およ
び適用税率

記載内容

① 適格請求書発行事業者の氏名または
名称、および登録番号

② 課税売上を行った取引年月日

③
取引の内容(軽減対象課税資産の譲
渡等である場合は、その旨と資産の
内容)

④ 税抜価額または税込価額を税率の異
なるごとに区分して合計した額

⑤ 省略可能

⑥ 税率ごとに区分した消費税額等また
は適用税率

イ　
公
共
交
通
機
関
で
あ
る
船
舶
、バ
ス

ま
た
は
鉄
道
に
よ
る
旅
客
の
運
送（
税

込
価
額
が
３
万
円
未
満
の
も
の
に
限

る
）

ロ　
媒
介
ま
た
は
取
次
ぎ
に
係
る
業
務
を

行
う
者（
卸
売
市
場
、農
業
協
同
組
合

ま
た
は
漁
業
協
同
組
合
等
）が
委
託
を

受
け
て
行
う
農
林
水
産
物
の
譲
渡
等

ハ　

自
動
販
売
機
ま
た
は
自
動
サ
ー
ビ

ス
機
に
よ
り
行
わ
れ
る
商
品
の
販
売
等

（
税
込
価
額
が
３
万
円
未
満
の
も
の
に

限
る
）

ニ　
郵
便
切
手
類
の
み
を
対
価
と
す
る
郵

便・貨
物
サ
ー
ビ
ス（
郵
便
ポ
ス
ト
に
差

し
出
さ
れ
た
も
の
に
限
る
）

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

の
登
録
申
請
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

２
０
２
３
年
10
月
１
日
以
後
、
適
格
請

求
書
等
を
交
付
し
よ
う
と
す
る
課
税
事
業

者
は
、
あ
ら
か
じ
め
所
轄
税
務
署
長
に
適

格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
申
請
書
を

提
出
し
登
録
を
受
け
る
必
要
が
あ
る（
新

消
法
57
の
２
①
②
）。

登
録
申
請
書
は
、
適
格
請
求
書
等
保
存

方
式
開
始
の
２
年
前
で
あ
る
２
０
２
１

年
10
月
１
日
か
ら
提
出
が
可
能
で
あ
る

つ
い
て（
法
令
解
釈
通
達
）」（
以
下
、「
イ
ン

ボ
イ
ス
通
達
」と
い
う
）３
─
12
）、
切
上

げ
、
切
捨
て
、
四
捨
五
入
な
ど
の
端
数
処

理
の
方
法
に
つ
い
て
は
、
任
意
の
方
法
と

す
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る（「
消

費
税
の
仕
入
税
額
控
除
制
度
に
お
け
る
適

格
請
求
書
等
保
存
方
式
に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ

（
平
成
30
年
６
月（
令
和
２
年
９
月
改
訂
）　

国
税
庁
消
費
税
軽
減
税
率
制
度
対
応
室
）」

（
以
下
、「
国
税
庁
Ｑ
Ａ
」と
い
う
）問
37
）。

な
お
、適
格
請
求
書
等
の
記
載
事
項
は
、

一
の
書
類
の
み
で
す
べ
て
の
記
載
事
項
を

満
た
す
必
要
は
な
い
。
た
と
え
ば
、
請
求

書
と
納
品
書
な
ど
、
相
互
の
関
連
が
明
確

な
複
数
の
書
類
全
体
で
記
載
事
項
を
満
た

し
て
い
れ
ば
、
こ
れ
ら
複
数
の
書
類
を
合

わ
せ
て
一
の
適
格
請
求
書
と
す
る
こ
と
が

可
能
で
あ
る（
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達
３
─
１
、

国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
44
、
問
45
）。

⑶
　
適
格
請
求
書
の
交
付
義
務
の

　
免
除

事
業
の
性
質
上
、
適
格
請
求
書
を
交
付

す
る
こ
と
が
困
難
な
次
の
よ
う
な
一
定
の

課
税
資
産
の
譲
渡
等
に
つ
い
て
は
、
適
格

請
求
書
の
交
付
義
務
が
免
除
さ
れ
て
い
る

（
新
消
法
57
の
４
①
た
だ
し
書
、
新
消
令

70
の
９
②
、
新
消
規
26
の
６
、
国
税
庁
Ｑ

Ａ
問
15
）。
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（
２
０
１
６
年
改
正
法
附
則
44
①
）。

⑴
　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の

　
申
請

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
る
の
は
、
課
税
事
業
者

に
限
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
免
税
事
業
者
が

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
と
な
る
た
め
に

は
、
原
則
と
し
て「
消
費
税
課
税
事
業
者

選
択
届
出
書
」を
提
出
し
課
税
事
業
者
と

な
っ
た
う
え
で
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

の
申
請
を
す
る
必
要
が
あ
る（
新
消
法
57

の
２
①
、
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達
２
─
１
）。

つ
ま
り
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
と

な
っ
た
者
は
、
登
録
を
受
け
た
日
の
属
す

る
課
税
期
間
以
後
の
課
税
期
間
に
つ
い
て

は
事
業
者
免
税
点
制
度
の
適
用
は
受
け
ら

れ
な
い
こ
と
と
な
る（
新
消
法
９
①
）。

一
方
、
課
税
事
業
者
で
あ
る
事
業
者

は
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
を

受
け
な
い
こ
と
も
認
め
ら
れ
る
。
登
録
し

な
い
場
合
に
は
、
適
格
請
求
書
の
発
行
は

で
き
な
い
た
め
、
買
手
側
の
取
引
先
に
お

い
て
仕
入
税
額
控
除
が
で
き
な
い
こ
と
と

な
る
が
、
た
と
え
ば
顧
客
が
消
費
者
の
み

で
あ
る
よ
う
な
場
合
や
、
海
外
の
関
係
会

社
に
対
し
輸
出
免
税
取
引
に
該
当
す
る
資

産
の
譲
渡
等
の
み
を
行
っ
て
い
る
場
合
等

に
お
い
て
は
、
必
ず
し
も
適
格
請
求
書
の

発
行
が
必
要
と
さ
れ
な
い
こ
と
も
考
え
ら

れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
課
税
事
業
者
に
お

い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
業
種
業
態
や
適
格

請
求
書
発
行
事
業
者
と
な
る
こ
と
の
事
業

上
の
必
要
性
、
適
格
請
求
書
の
発
行
に
伴

い
生
ず
る
費
用
や
義
務
等
を
考
慮
し
た
う

え
で
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録

の
要
否
に
つ
い
て
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

⑵
　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の

　
登
録

①　

登　

録

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
に
係
る
登
録

申
請
書
の
提
出
を
受
け
た
税
務
署
長
は
、

登
録
拒
否
要
件
に
該
当
し
な
い
場
合
に

は
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
を

行
う
と
と
も
に
、
そ
の
旨
を
書
面
で
通
知

す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る（
新
消
法
57
の

２
③
④
⑤
⑦
）。

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
は
、

「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
登
録
簿
」に
次

の
事
項
を
登
録
し
て
行
う
こ
と
と
さ
れ
て

い
る
。
ま
た
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

登
録
簿
に
登
録
さ
れ
た
事
項
は
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
国
税
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
で
公
表
さ
れ
る
こ
と
と
な
る（
新
消
法

57
の
２
④
、
新
消
令
70
の
５
①
）。

イ　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
氏
名
ま

た
は
名
称
お
よ
び
登
録
番
号

ロ　
登
録
年
月
日

ハ　
法
人（
人
格
の
な
い
社
団
等
を
除
く
）

に
あ
っ
て
は
、本
店
ま
た
は
主
た
る
事

務
所
の
所
在
地

ニ　
特
定
国
外
事
業
者（
国
内
に
お
い
て

行
う
資
産
の
譲
渡
等
に
係
る
事
務
所
そ

の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
を
国
内
に

有
し
な
い
国
外
事
業
者
を
い
う
）以
外

の
国
外
事
業
者
に
あ
っ
て
は
、国
内
に

お
い
て
行
う
資
産
の
譲
渡
等
に
係
る
事

務
所
、事
業
所
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず

る
も
の
の
所
在
地

②　

登
録
番
号
の
構
成

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
番
号

の
構
成
は
、
次
の
と
お
り
と
さ
れ
る（
イ

ン
ボ
イ
ス
通
達
２
─
３
）。
ま
た
、
請
求

書
等
へ
の
表
記
に
あ
た
り
、
半
角
・
全
角

は
問
わ
な
い
と
さ
れ
て
い
る（
国
税
庁
Ｑ

Ａ
問
12
）。

イ　
法
人
番
号
を
有
す
る
課
税
事
業
者

「
Ｔ
」（
ロ
ー
マ
字
）＋
法
人
番
号（
数
字
13

桁
）

ロ　
前
記
イ
以
外
の
課
税
事
業
者（
個
人

事
業
者
、人
格
の
な
い
社
団
等
）

「
Ｔ
」（
ロ
ー
マ
字
）＋
数
字
13
桁
（※）

（※）　

13
桁
の
数
字
に
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
（
個
人
番
号
）

は
用
い
ず
、法
人
番
号
と
も
重
複
し
な
い
事
業
者
ご
と

の
番
号
と
な
る
。

③　

登
録
申
請
の
効
力

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
の
効

力
は
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
登
録
簿

に
登
録
さ
れ
た
日
に
発
生
す
る
こ
と
か

ら
、
登
録
日
以
降
の
取
引
に
つ
い
て
は
適

格
請
求
書
の
交
付
義
務
が
生
じ
る
こ
と
と

な
る（
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達
２
─
４
）。
登
録

日
か
ら
登
録
通
知
を
受
け
る
ま
で
の
期
間

に
交
付
し
た
請
求
書
等
に
つ
い
て
は
、
原

則
と
し
て
取
引
先
に
対
し
別
途
適
格
請
求

書
の
記
載
事
項
の
要
件
を
満
た
す
書
面
等

を
交
付
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
す
で
に
交

付
し
た
書
類
と
の
相
互
関
連
性
を
相
手
方

事
業
者
が
適
正
に
認
識
で
き
る
場
合
に
限

り
、
不
足
事
項（
登
録
番
号
等
）の
み
を
後

日
書
面
等
で
通
知
す
る
こ
と
も
認
め
ら
れ

て
い
る（
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達
２
─
４
）。

④　

登
録
申
請
日
に
関
す
る
経
過
措
置

適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
が
開
始
す
る

２
０
２
３
年
10
月
１
日
ま
で
に
適
格
請
求

書
発
行
事
業
者
の
登
録
を
受
け
よ
う
と

す
る
事
業
者
は
、
そ
の
半
年
前
で
あ
る

２
０
２
３
年
３
月
31
日
ま
で
に
登
録
申
請

書
を
所
轄
税
務
署
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る（
２
０
１
６

年
改
正
法
附
則
44
①
）。

た
だ
し
、
２
０
２
３
年
３
月
31
日
ま

で
⑴
に
登
録
申
請
書
を
提
出
で
き
な
か
っ

た
こ
と
に
つ
き
困
難
な
事
情
が
あ
る
場
合

に
、
２
０
２
３
年
９
月
30
日
ま
で
の
間
に

Viewpoint



経理情報●2021.2.10（No.1602）56

登
録
申
請
書
に
そ
の
困
難
な
事
情
を
記
載

し
て
提
出
し
、
税
務
署
長
に
よ
り
適
格
請

求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
を
受
け
た
と
き

は
、
２
０
２
３
年
10
月
１
日
に
登
録
を
受

け
た
と
み
な
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り

（
２
０
１
８
年
改
正
令
附
則
15
）、「
困
難
な

事
情
」に
つ
い
て
は
、
そ
の
困
難
の
度
合

い
は
問
わ
な
い（
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達
５
─

２
）こ
と
か
ら
、
申
請
書
の
提
出
期
限
は

実
質
的
に
は
制
度
開
始
直
前
ま
で
に
緩
和

さ
れ
て
い
る
。

⑤　

免
税
事
業
者
が
適
格
請
求
書
発
行

事
業
者
と
し
て
登
録
す
る
場
合
の

　

特
例

前
記
の
と
お
り
、
免
税
事
業
者
が
適
格

請
求
書
発
行
事
業
者
と
な
る
た
め
に
は
、

原
則
と
し
て「
消
費
税
課
税
事
業
者
選
択

届
出
書
」を
提
出
期
限
ま
で
に
所
轄
税
務

署
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
課
税
事
業
者

と
な
っ
た
課
税
期
間
に
つ
い
て
、
適
格
請

求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
を
行
う
必
要
が

あ
る（
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達
２
─
１
）。
免
税

事
業
者
が
、
課
税
事
業
者
と
な
る
課
税
期

間
の
初
日
か
ら
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

に
な
ろ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
課
税
期
間

の
初
日
の
前
日
か
ら
起
算
し
て
１
カ
月
前

の
日
ま
で
に
登
録
申
請
書
を
所
轄
税
務
署

へ
提
出
す
る
必
要
が
あ
る（
新
消
法
57
の

２
②
、
新
消
令
70
の
２
）。

し
か
し
な
が
ら
、
免
税
事
業
者
が

２
０
２
３
年
10
月
１
日
の
属
す
る
課
税

期
間
中
に
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の

登
録
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に

は
、
登
録
を
受
け
た
日
か
ら
課
税
事
業
者

と
な
る
経
過
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
る

（
２
０
１
６
年
改
正
法
附
則
44
④
、
イ
ン

ボ
イ
ス
通
達
５
─
１
）。
こ
の
場
合
は
、

登
録
日
か
ら
課
税
事
業
者
と
な
る
た
め
、

消
費
税
課
税
事
業
者
選
択
届
出
書
の
提
出

は
不
要
で
あ
り
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業

者
の
登
録
申
請
書
の
み
の
提
出
に
よ
り
、

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
が
可
能

で
あ
る
。

⑥　

登
録
国
外
事
業
者
か
ら
適
格
請
求

書
発
行
事
業
者
へ
の
移
行
に
関
す
る

経
過
措
置

２
０
１
５
年
度
税
制
改
正
に
よ
る
電
気

通
信
利
用
役
務
の
提
供（
消
法
２
①
八
の

三
）に
係
る
内
外
判
定
基
準
の
見
直
し
に

よ
り（
消
法
４
③
三
）、
消
費
者
向
け
電
気

通
信
利
用
役
務
の
提
供（
電
気
通
信
利
用

役
務
の
提
供
の
う
ち
、
事
業
者
向
け
電
気

通
信
利
用
役
務
の
提
供（
消
法
２
①
八
の

四
）以
外
の
も
の
）を
行
う
国
外
事
業
者

で
国
税
庁
長
官
に
よ
る
登
録
を
受
け
た

者（
以
下
、「
登
録
国
外
事
業
者
」と
い
う
）

に
つ
い
て
は
、
２
０
２
３
年
９
月
１
日
に

お
い
て
登
録
国
外
事
業
者
で
あ
っ
た
者

は
、
原
則
と
し
て
２
０
２
３
年
10
月
１
日

に
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
を

受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る（
２
０
１
６

年
改
正
法
附
則
45
①
）。
し
た
が
っ
て
、

２
０
２
３
年
９
月
１
日
に
お
い
て
登
録
国

外
事
業
者
と
し
て
登
録
し
て
い
る
事
業
者

は
、
課
税
事
業
者
か
ら
の
求
め
が
あ
っ
た

場
合
に
は
自
動
的
に
適
格
請
求
書
の
交
付

が
義
務
づ
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
。
適
格

請
求
書
発
行
事
業
者
と
な
る
こ
と
を
望
ま

な
い
場
合
に
は
、所
定
の
時
期
ま
で
に「
登

録
国
外
事
業
者
の
登
録
の
取
消
し
を
求
め

る
旨
の
届
出
書
」を
提
出
す
る
必
要
が
あ

る（
２
０
１
６
年
改
正
法
附
則
45
④
）。

な
お
、
登
録
国
外
事
業
者
に
係
る
登
録

番
号（
以
下
、「
旧
登
録
番
号
」と
い
う
）と
、

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
に
係
る
登
録
番

号（
以
下
、「
新
登
録
番
号
」と
い
う
）は
そ

れ
ぞ
れ
異
な
る
番
号
で
あ
り
、
２
０
２
３

年
10
月
１
日
か
ら
急
に
変
更
す
る
こ
と
が

困
難
な
場
合
が
想
定
さ
れ
る
た
め
、
新
登

録
番
号
を
記
載
ま
た
は
記
録
す
る
こ
と

に
つ
い
て
困
難
な
事
情
が
あ
る
と
き
は
、

２
０
２
４
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
交
付

す
る
も
の
に
つ
い
て
は
旧
登
録
番
号
を
記

載
ま
た
は
記
録
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と

と
さ
れ
て
い
る（
２
０
１
６
年
改
正
法
附

則
45
③
）。

⑴　

特
定
期
間
の
課
税
売
上
高
ま
た
は
給
与
等
支
払
額
の

合
計
額
が
１
、０
０
０
万
円
を
超
え
た
こ
と
に
よ
り
免
税

事
業
者
か
ら
課
税
事
業
者
と
な
る
事
業
者（
消
法
９
の
２

①
）に
つ
い
て
は
、２
０
２
３
年
３
月
31
日
ま
で
に
課
税
事

業
者
と
な
る
こ
と
が
明
ら
か
で
な
い
場
合
が
あ
る
こ
と
か

ら
、
登
録
申
請
書
の
提
出
期
限
が
２
０
２
３
年
６
月
30
日

ま
で
と
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
場
合
も
前
記
困
難
な
事
情

が
あ
る
場
合
の
緩
和
規
定
が
適
用
で
き
る
。

⑶
　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登

録
の
取
り
や
め
、
お
よ
び
効
力
の

失
効

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
は
、
所
轄
税

務
署
長
に「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の

登
録
の
取
消
し
を
求
め
る
旨
の
届
出
書
」

（
以
下
、「
登
録
取
消
届
出
書
」と
い
う
）を

提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
、
適
格
請
求
書
発

行
事
業
者
の
登
録
の
効
力
を
失
わ
せ
る
こ

と
が
で
き
る（
新
消
法
57
の
２
⑩
一
）。
適

格
請
求
書
発
行
事
業
者
が
図
表
４
に
掲
げ

る
事
実
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
当
該
適

格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
が
取
り
消

さ
れ
、
図
表
４
に
記
載
の
日
よ
り
効
力
が

失
効
す
る（
新
消
法
57
の
２
⑩
）。

し
た
が
っ
て
、
そ
の
基
準
期
間
に
お
け

る
課
税
売
上
高
が
１
、０
０
０
万
円
以
下

と
な
る
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
が
、
消

費
税
法
９
条
１
項
の「
小
規
模
事
業
者
に

係
る
納
税
義
務
の
免
除
」の
規
定
の
適
用

を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
あ
ら
か

じ
め
前
記
の
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の

登
録
の
取
消
し
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
、

自
動
的
に
免
税
事
業
者
に
な
る
こ
と
は
な

い
。
具
体
的
に
は
、
取
消
し
を
受
け
よ
う

と
す
る
課
税
期
間
の
前
課
税
期
間
の
末
日

か
ら
起
算
し
て
30
日
前
の
日
の
前
日
ま
で

に「
登
録
取
消
届
出
書
」を
提
出
す
る
必
要
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（図表４）　適格請求書発行事業者の効力の失効
事実関係 提出期限 効力失効日

適格請求書発行事業者が登録取消しを求
める旨の届出書を提出した場合

提出日の属する課税期間の末日から起
算して30日前の日の前日までに提出し
た場合

提出日の属する
課税期間の翌課
税期間の初日

提出日の属する課税期間の末日から起
算して30日前の日から当該課税期間の
末日までの間に提出した場合

提出日の属する
課税期間の翌々
課税期間の初日

適格請求書発行事業者が事業を廃止した
場合（事業を廃止した旨を記載した届出書

（消法57①三）を提出した場合に限る）

事業を廃止した
日の翌日

適格請求書発行事業者である法人が合併
により消滅した場合（合併により消滅した
旨を記載した届出書（消法57①五）を提出
した場合に限る）

合併により消滅
した日

が
あ
る
。
ま
た
、
課
税
事
業
者
選
択
届
出

書
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
適
格
請
求
書

発
行
事
業
者
と
な
っ
た
事
業
者
に
お
い
て

は
、「
登
録
取
消
届
出
書
」の
他
、
所
定
の

時
期
ま
で
に「
課
税
事
業
者
選
択
不
適
用

届
出
書
」を
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
の
で

留
意
が
必
要
で
あ
る（
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達

２
─
５
）。

適
格
請
求
書
等
保
存
方
式

に
お
け
る
仕
入
税
額
控
除

の
要
件

⑴
　
仕
入
税
額
控
除
の
要
件

消
費
税
の
創
設
以
来
、
免
税
事
業
者
か

ら
の
仕
入
れ
で
あ
っ
て
も
、原
則
と
し
て
、

課
税
仕
入
れ
に
係
る
支
払
対
価
の
額
に
含

ま
れ
る
消
費
税
相
当
額
の
控
除
が
認
め
ら

れ
て
い
た
が
、
２
０
２
３
年
10
月
１
日
以

後
に
国
内
で
行
わ
れ
る
課
税
仕
入
れ
に
つ

い
て
は
、
原
則
と
し
て
適
格
請
求
書
発
行

事
業
者
以
外
の
者
か
ら
の
仕
入
れ
に
つ
い

て
は
仕
入
税
額
控
除
制
度
の
適
用
が
認
め

ら
れ
な
い
こ
と
と
な
る
。

具
体
的
に
は
、
一
定
の
事
項
が
記
載
さ

れ
た
帳
簿
お
よ
び
請
求
書
等
の
保
存
が
仕

入
税
額
控
除
の
要
件
と
さ
れ
る（
新
消
法

30
⑦
）。

①　

帳
簿
の
記
載
事
項

買
手
側
が
仕
入
税
額
控
除
を
適
用
す
る

た
め
に
保
存
す
べ
き
帳
簿
の
記
載
事
項
に

つ
い
て
は
、
現
行
の
区
分
記
載
請
求
書
等

保
存
方
式
の
も
と
で
の
帳
簿
の
記
載
事
項

と
同
様
で
あ
り
、次
の
と
お
り
で
あ
る（
新

消
法
30
⑧
）。
な
お
、
帳
簿
に
は
相
手
方

の
登
録
番
号
の
記
載
は
不
要
と
な
っ
て
い

る
。

イ　
課
税
仕
入
れ
の
相
手
方
の
氏
名
ま
た

は
名
称

ロ　
課
税
仕
入
れ
を
行
っ
た
年
月
日

ハ　
課
税
仕
入
れ
に
係
る
資
産
ま
た
は
役

務
の
内
容（
軽
減
対
象
資
産
の
譲
渡
等

に
係
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、資
産

の
内
容
お
よ
び
軽
減
対
象
資
産
の
譲
渡

等
に
係
る
も
の
で
あ
る
旨
）

ニ　
課
税
仕
入
れ
に
係
る
支
払
対
価
の
額

②　

請
求
書
等
の
範
囲

保
存
す
べ
き
請
求
書
等
は
、
次
の
書
類

等（
書
類
に
記
載
す
べ
き
事
項
に
係
る
電

磁
的
記
録
を
含
む
）で
あ
る（
新
消
法
30

⑨
、
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
55
）。

イ　
適
格
請
求
書

ロ　
適
格
簡
易
請
求
書

ハ　
適
格
請
求
書
の
記
載
事
項
が
記
載
さ

れ
た
仕
入
明
細
書 

、仕
入
計
算
書
そ
の

他
こ
れ
に
類
す
る
書
類 

（
課
税
仕
入
れ

の
相
手
方
の
確
認
を
受
け
た
も
の
に
限

る
）

ニ　
卸
売
市
場
等
で
媒
介
ま
た
は
取
次
ぎ

に
係
る
業
務
を
行
う
者（
卸
売
市
場
、

農
業
協
同
組
合
ま
た
は
漁
業
協
同
組

合
等
）が
作
成
す
る一定
の
書
類

③　

帳
簿
の
み
の
保
存
で
仕
入
税
額
控

除
が
認
め
ら
れ
る
も
の

　
（
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
74
）

請
求
書
等
の
交
付
を
受
け
る
こ
と
が
困

難
で
あ
る
、
前
記「
適
格
請
求
書
の
記
載

事
項
等
」⑶
イ
ハ
ニ
や
、
従
業
員
等
に
支

給
す
る
通
常
必
要
と
認
め
ら
れ
る
出
張
旅

費
等（
出
張
旅
費
、
宿
泊
費
、
日
当
お
よ

び
通
勤
手
当
）な
ど
は
、
一
定
の
事
項
を

記
載
し
た
帳
簿
の
み
の
保
存
で
仕
入
税
額

控
除
が
認
め
ら
れ
る（
新
消
法
30
⑦
、
新

消
令
49
①
、
新
消
規
15
の
４
）。

⑵
　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外

（
免
税
事
業
者
等
）か
ら
の
仕
入
れ

に
係
る
経
過
措
置

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外
の
者
か

ら
行
う
課
税
仕
入
れ
に
係
る
仕
入
税
額
控

除
制
度
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
３

年
10
月
１
日
か
ら
２
０
２
９
年
９
月
30
日

ま
で
は
一
定
の
金
額
を
消
費
税
額
と
み
な

し
て
仕
入
税
額
控
除
を
認
め
る
経
過
措
置

が
設
け
ら
れ
て
い
る（
２
０
１
６
年
改
正

法
附
則
52
、
53
）。

経
過
措
置
を
適
用
で
き
る
期
間
等
は
、

次
の
と
お
り
と
な
っ
て
い
る（
国
税
庁
Ｑ

Ａ
問
75
、
図
表
１（
注
）、
図
表
５
参
照
）。

な
お
、
こ
の
経
過
措
置
の
適
用
を
受
け

る
た
め
に
は
、
区
分
記
載
請
求
書
等
保
存

方
式
に
お
け
る
仕
入
税
額
控
除
の
要
件

Viewpoint
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で
あ
る
帳
簿
お
よ
び

請
求
書
等
の
保
存
が

必
要
で
あ
り
、
帳
簿

に
は
区
分
記
載
請
求

書
等
保
存
方
式
の
記

載
事
項
に
加
え
、
た

と
え
ば
、「
80
％
控
除

対
象
」な
ど
、
経
過
措

置
の
適
用
を
受
け
る

課
税
仕
入
れ
で
あ
る

旨
の
記
載
が
必
要
と

な
る（
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問

75
）。適

格
請
求
書
等
保
存
方
式

の
も
と
で
の
税
額
計
算

消
費
税
の
確
定
申
告
に
お
け
る
税
額
計

算
は
、
基
本
的
に
は
現
行
と
同
様
で
あ
る

が
、
具
体
的
に
は
次
の
よ
う
に
計
算
さ
れ

る（
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
76
）。

⑴
　
売
上
税
額
の
計
算
方
法

売
上
税
額
の
計
算
は
、
取
引
先
ご
と
ま

た
は
事
業
ご
と
に
後
記
の
①
割
戻
し
計
算

と
②
積
上
げ
計
算
を
併
用
す
る
こ
と
が
認

め
ら
れ
る
。
な
お
、併
用
し
た
場
合
に
は
、

売
上
税
額
の
計
算
に
つ
き
積
上
げ
計
算
を

適
用
し
た
場
合
に
当
た
る
た
め
、
仕
入
税

額
の
計
算
方
法
に
割
戻
し
計
算
を
適
用
す

る
こ
と
は
で
き
な
い（
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達

３
─
13
）。

①　

原
則
（
割
戻
し
計
算
）

税
率
ご
と
に
区
分
し
た
課
税
期
間
中
の

課
税
資
産
の
譲
渡
等
の
税
込
価
額
の
合
計

額
に
、
課
税
期
間
中
の
課
税
資
産
の
譲
渡

等
の
税
込
金
額
の
合
計
額
に
１
１
０
分
の

１
０
０（
軽
減
税
率
の
対
象
と
な
る
場
合

は
１
０
８
分
の
１
０
０
）を
乗
じ
て
計
算

し
た
課
税
標
準
額
に
７
・
８
％
（
軽
減
税

率
の
対
象
と
な
る
場
合
は
６
・
２
４
％
）を

乗
じ
て
算
出
す
る（
新
消
法
45
）。

②　

特
例
（
積
上
げ
計
算
）

交
付
し
た
適
格
請
求
書
お
よ
び
適
格
簡

易
請
求
書
の
写
し（
電
磁
的
記
録
に
よ
り

提
供
し
た
も
の
も
含
む
）を
保
存
し
て
い

る
場
合
に
、
そ
こ
に
記
載
さ
れ
た
税
率
ご

と
の
消
費
税
額
等
の
合
計
額
に
１
０
０
分

の
78
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
と
す
る
こ

と
も
で
き
る（
新
消
法
45
⑤
、
新
消
令
62

①
）。
な
お
、
適
格
簡
易
請
求
書
の
記
載

事
項
は
、「
適
用
税
率
又
は
税
率
ご
と
に
区

分
し
た
消
費
税
額
等
」で
あ
る
た
め
、「
適

用
税
率
」の
み
を
記
載
し
て
交
付
す
る
場

合
に
は
、
税
率
ご
と
の
消
費
税
額
等
の
記

載
が
な
い
た
め
、
積
上
げ
計
算
を
行
う
こ

と
は
で
き
な
い
。

⑵
　
仕
入
税
額
の
計
算
方
法

仕
入
控
除
税
額
算
定
の
基
礎
と
な
る

「
課
税
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額
」の
計
算

に
あ
た
っ
て
は
、
売
上
税
額
と
仕
入
税
額

の
計
算
方
法
の
違
い
を
利
用
し
た
納
付
税

額
の
有
利
計
算（
納
付
税
額
の
軽
減
）を
排

除
す
る
観
点
か
ら
、
原
則
積
上
げ
計
算
に

よ
る
も
の
と
し
、
売
上
税
額
の
計
算
に
お

い
て
積
上
げ
計
算（
新
消
法
45
⑤
）を
行
わ

な
い
事
業
者
に
限
り
、
そ
の
課
税
期
間
中

の
課
税
仕
入
れ
に
係
る
支
払
対
価
の
額
の

合
計
額
か
ら
割
戻
し
計
算
す
る
方
法
を
例

外
と
し
て
認
め
て
い
る
。

な
お
、
後
記
①
イ
請
求
書
等
積
上
げ
計

算
と
ロ
帳
簿
積
上
げ
計
算
を
併
用
す
る
こ

と
は
認
め
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
方

法
と
後
記
②
割
戻
し
計
算
を
併
用
す
る
こ

と
は
認
め
ら
れ
な
い（
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達

４
─
３
）。

①　

原
則
（
積
上
げ
計
算
）

イ
　
請
求
書
等
積
上
げ
計
算

相
手
方
か
ら
交
付
を
受
け
た
適
格
請
求

書
な
ど
の
請
求
書
等（
提
供
を
受
け
た
電

磁
的
記
録
を
含
む
）に
記
載
さ
れ
て
い
る

消
費
税
額
等
の
う
ち
、
課
税
仕
入
れ
に
係

る
部
分
の
金
額
の
合
計
額
に
１
０
０
分
の

78
を
掛
け
て
仕
入
税
額
を
算
出
す
る（
新

消
法
30
①
、
新
消
令
46
①
②
）。

消
費
税
等
の
記
載
が
な
い
適
格
簡
易
請

求
書
や
、
帳
簿
の
保
存
だ
け
で
仕
入
税
額

控
除
が
認
め
ら
れ
る
課
税
仕
入
れ
に
つ
い

て
は
、
課
税
仕
入
れ
に
係
る
支
払
対
価
の

額
を
基
礎
と
し
て
、
消
費
税
額
等
を
算
出

し
積
上
げ
計
算
を
適
用
す
る
こ
と
が
認
め

ら
れ
て
い
る（
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
80
）。

ロ
　
帳
簿
積
上
げ
計
算

課
税
仕
入
れ
の
都
度
、
課
税
仕
入
れ

に
係
る
支
払
対
価
の
額
に
１
１
０
分
の

10（
軽
減
税
率
の
対
象
と
な
る
場
合
は

１
０
８
分
の
８
）を
乗
じ
て
算
出
し
た
金

額（
１
円
未
満
の
端
数
が
生
じ
た
と
き
は
、

端
数
を
切
捨
て
ま
た
は
四
捨
五
入
）を
仮

払
消
費
税
額
等
な
ど
と
し
、
帳
簿
に
記
載

（
計
上
）し
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
金
額
の

合
計
額
に
１
０
０
分
の
78
を
掛
け
て
算

出
す
る
方
法
も
認
め
ら
れ
る（
新
消
令
46

②
）。
な
お
、「
課
税
仕
入
れ
の
都
度
」に
つ

い
て
は
、
た
と
え
ば
、
課
税
仕
入
れ
に
係

る
適
格
請
求
書
の
交
付
を
受
け
た
際
に
、

当
該
適
格
請
求
書
を
単
位
と
し
て
帳
簿
に

仮
払
消
費
税
額
等
と
し
て
計
上
し
て
い
る

場
合
の
ほ
か
、
課
税
期
間
の
範
囲
内
で
一

定
の
期
間
内
に
行
っ
た
課
税
仕
入
れ
に
つ

き
、
ま
と
め
て
交
付
を
受
け
た
適
格
請
求

書
を
単
位
と
し
て
帳
簿
に
仮
払
消
費
税
額

等
と
し
て
計
上
し
て
い
る
場
合
が
含
ま
れ

る（
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達
４
─
４
）。

②　

特
例
（
割
戻
し
計
算
）

課
税
期
間
中
の
課
税
仕
入
れ
に
係
る
支

払
対
価
の
額
を
税
率
ご
と
に
合
計
し
た
金

額
に
１
１
０
分
の
７
・
８（
軽
減
税
率
の
対

象
と
な
る
部
分
に
つ
い
て
は
１
０
８
分
の

（図表５）　経過措置の適用期間・割合
期間 割合

2023年10月１日から
2026年９月30日まで 仕入税額相当額の80％

2026年10月１日から
2029年９月30日まで 仕入税額相当額の50％
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６
・
２
４
）を
掛
け
て
算
出
す
る
こ
と
が
で

き
る（
新
消
法
30
①
、
新
消
令
46
③
）。
た

だ
し
、
仕
入
税
額
を
割
戻
し
計
算
す
る
こ

と
が
で
き
る
の
は
、
売
上
税
額
を
割
戻
し

計
算
す
る
場
合
に
限
ら
れ
る
。

実
務
上
の
課
題

適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
へ
の
対
応
と

し
て
、
次
の
よ
う
な
実
務
上
の
課
題
を
認

識
し
、
シ
ス
テ
ム
対
応
等
に
要
す
る
期
間

も
考
慮
の
う
え
準
備
を
行
う
必
要
が
あ

る
。

⑴
　
適
格
請
求
書
の
端
数
処
理

前
記「
適
格
請
求
書
の
記
載
事
項
等
」⑵

の
よ
う
に
、
適
格
請
求
書
に
記
載
す
る
消

費
税
額
等
の
端
数
処
理
は
、
一
の
適
格
請

求
書
に
つ
き
、
税
率
ご
と
に
１
回
の
端
数

処
理
と
さ
れ
て
お
り（
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達

3
─
12
）、
一
の
適
格
請
求
書
に
記
載
さ

れ
て
い
る
個
々
の
商
品
ご
と
に
消
費
税
額

等
を
計
算
し
、
１
円
未
満
の
端
数
処
理
を

行
い
、
そ
の
合
計
額
を
消
費
税
額
等
と
し

て
記
載
す
る
こ
と
は
認
め
ら
れ
な
い
と
さ

れ
て
い
る（
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
37
）。
な
お
、

現
行
制
度
に
お
い
て
も
、
適
格
請
求
書
等

保
存
方
式
開
始
ま
で
の
期
間
に
係
る
経
過

措
置
と
し
て
、
課
税
標
準
額
に
対
す
る
消

費
税
額
の
計
算
の
特
例
⑵
で
認
め
ら
れ
て

い
る
の
は
、
領
収
書
単
位
で
の
端
数
処
理

で
あ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
事
業
者
間
取
引
を

行
っ
て
い
る
多
く
の
会
社
が
、
一
請
求
書

に
記
載
さ
れ
て
い
る
商
品
単
位
や
取
引
単

位
で
消
費
税
の
端
数
処
理
を
行
っ
て
い
る

こ
と
が
顕
在
化
し
て
き
て
お
り
、
適
格
請

求
書
単
位
で
の
端
数
処
理
を
行
う
た
め
の

対
応
が
必
要
と
な
っ
て
い
る
。

⑵　
「
№
６
３
８
３ 

課
税
標
準
額
に
対
す
る
消
費
税
額
の

計
算
の
特
例
」（
国
税
庁
タ
ッ
ク
ス
ア
ン
サ
ー
）

h
ttps://w

w
w
.n
ta.go.jp/taxes/sh

iraberu
/

taxansw
er/shohi/6383.htm

⑵
　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の

　
識
別

前
記「
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
に
お

け
る
仕
入
税
額
控
除
の
要
件
」⑴
⑵
の
よ

う
に
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外
か

ら
の
課
税
仕
入
れ
に
つ
い
て
は
、
６
年
間

の
経
過
措
置
を
経
て
仕
入
税
額
控
除
が
で

き
な
く
な
る
が
、
２
０
２
３
年
10
月
１
日

以
降
の
仕
入
税
額
の
計
算
方
法
が
異
な
る

こ
と
か
ら
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
か

否
か
の
識
別
を
、
ど
れ
だ
け
コ
ス
ト
と
労

力
を
か
け
ず
に
行
う
か
が
課
題
と
な
っ
て

い
る
。

前
記「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登

録
申
請
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
」⑵
①
の
よ
う
に
、

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
登
録
簿
に
登
録

さ
れ
た
事
項
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ

て
国
税
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
さ

れ
る
が
、
国
税
庁
の「
公
表
サ
イ
ト
」で

は
、
事
前
に
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ｉ
Ｄ
の

発
行
手
続
を
行
え
ば
誰
で
も
利
用
で
き
る

「W
eb-A

PI

」の
機
能
を
設
け
、
シ
ス
テ

ム
上
の
連
携
に
よ
る
デ
ー
タ
授
受
が
可
能

と
な
る
予
定
で
あ
り
、「
公
表
サ
イ
ト
」に

係
る
各
種
機
能
を
積
極
的
に
活
用
す
る
こ

と
で
、
事
務
作
業
の
負
担
は
大
き
く
軽
減

さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ

る
⑶
。
ま
た
、W

eb-A
PI

機
能
を
利
用
す

れ
ば
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
介
し
て
公
表

サ
イ
ト
か
ら
デ
ー
タ（
Ｃ
Ｓ
Ｖ
、
Ｘ
Ｍ
Ｌ
、

Ｊ
Ｓ
Ｏ
Ｎ
）を
タ
イ
ム
リ
ー
に
取
得
す
る

こ
と
が
で
き
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
⑷
。

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
や
取

り
や
め
を
タ
イ
ム
リ
ー
に
把
握
し
、
シ
ス

テ
ム
で
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
か
否
か

を
自
動
的
に
識
別
す
る
し
く
み
の
構
築
、

公
表
サ
イ
ト
と
企
業
の
会
計
シ
ス
テ
ム
を

自
動
連
携
な
ど
、
事
業
者
側
で
も
準
備
を

進
め
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

⑶　

日
経
Ｍ
Ｊ（
２
０
２
０
・
10
・
９
）　
「
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

の『
登
録
番
号
』、
申
請
は
ｅ
─
Ｔ
ａ
ｘ
で
！
～
国
税
庁
の

キ
ー
マ
ン
に
訊
く
～
（
パ
ー
ト
３
）」

⑷　

週
刊
税
務
通
信
２
０
２
０
年
11
月
30
日
号
、３
頁

⑶
　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外

か
ら
の
仕
入
税
額
控
除
の
計
算

前
記「
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
に
お

け
る
仕
入
税
額
控
除
の
要
件
」⑵
お
よ
び

図
表
１（
注
）に
お
い
て
、
適
格
請
求
書
発

行
事
業
者
以
外
の
者
か
ら
行
う
課
税
仕
入

れ
に
係
る
仕
入
税
額
控
除
制
度
の
適
用
に

つ
い
て
は
、
２
０
２
３
年
10
月
１
日
か
ら

２
０
２
９
年
９
月
30
日
ま
で
は
一
定
の

金
額（
仕
入
税
額
相
当
額
の
80
％
ま
た
は

50
％
）を
消
費
税
額
と
み
な
し
て
仕
入
税

額
控
除
を
認
め
る
経
過
措
置
が
設
け
ら
れ

て
い
る
と
記
載
し
た
。

こ
こ
で
注
意
が
必
要
な
の
は
、
課
税
仕

入
れ
に
係
る
消
費
税
額
と
み
な
さ
れ
る
金

額
は
、
課
税
仕
入
れ
に
係
る
支
払
対
価
の

額
に
１
１
０
分
の
７
・
８（
軽
減
税
率
対
象

と
な
る
場
合
は
１
０
８
分
の
６
・
２
４
）

を
乗
じ
た
金
額
の
80
％（
２
０
２
６
年
10

月
１
日
か
ら
２
０
２
９
年
９
月
30
日
は

50
％
）に
相
当
す
る
金
額
と
い
う
こ
と
で

あ
る
。
つ
ま
り
、
控
除
で
き
な
い
20
％
相

当
額
ま
た
は
50
％
相
当
額
は
、
控
除
対
象

外
消
費
税
額
で
は
な
く
、
本
体
価
格
に
な

る
と
い
う
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

特
に
課
税
仕
入
れ
が
固
定
資
産
の
取
得

で
あ
る
場
合
に
は
、
正
し
く
税
抜
計
算
を

行
わ
な
い
と
減
価
償
却
計
算
に
も
影
響

し
、
法
人
税
の
課
税
所
得
が
正
し
く
計
算

さ
れ
な
い
可
能
性
が
あ
る
。
６
年
間
の
経

過
措
置
の
対
応
の
た
め
に
、
免
税
事
業
者

の
消
費
税
コ
ー
ド
を
設
け
て
正
し
い
税
抜

き
計
算
を
行
う
か
等
の
検
討
が
必
要
で
あ

る
。な

お
、
課
税
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額

と
み
な
さ
れ
る
金
額
の
計
算
に
つ
い
て

Viewpoint
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纐纈　明美（こうけつ・あけみ）
デロイト トーマツ税理士法人
間接税サービス　ディレクター　税理士
日系企業および外資系企業の国内および海外取引に
関する消費税の税務アドバイス業務、国内のグループ
内再編に係る消費税の税務アドバイス業務、特定のイ
ンダストリーを対象とした専門的な消費税の削減プラ
ンニング、および消費税データ分析を活用した消費税
コスト削減等に係る税務アドバイス業務等に従事して
いる。
主な著書に『組織再編・グループ内取引における消費
税の実務Q&A』（共著、中央経済社、2012年）、『サプ
ライチェーンにおけるグローバル間接税プランニング』

（共著、中央経済社、2018年）などがある。

は
、
事
業
者
の
そ
の
課
税
期
間
に
係
る
課

税
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額
の
計
算
方
法

が
、
次
の
い
ず
れ
の
場
合
で
あ
る
か
に
応

じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
の
方
法
に
よ
り
行
う
こ

と
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る（
２
０
１
８
年

消
令
附
則
22
）。

①　

積
上
げ
計
算
に
よ
り
計
算
す
る
場

合課
税
仕
入
れ
を
行
っ
た
都
度
、
課
税
仕

入
れ
に
係
る
消
費
税
額
と
み
な
さ
れ
る
金

額（
課
税
仕
入
れ
に
係
る
支
払
対
価
の
額

に
１
１
０
分
の
７
・
８（
軽
減
税
率
対
象
と

な
る
場
合
は
１
０
８
分
の
６
・
２
４
）を
乗

じ
た
金
額
の
80
％
（
２
０
２
６
年
10
月
１

日
か
ら
２
０
２
９
年
９
月
30
日
は
50
％
）

に
相
当
す
る
金
額
）を
算
出
し
、
そ
の
金

額
に
１
円
未
満
の
端
数
が
生
じ
た
場
合
に

は
、
当
該
端
数
を
切
捨
て
、
ま
た
は
四
捨

五
入
す
る
。

②　

総
額
割
戻
し
計
算
に
よ
り

　

計
算
す
る
場
合

そ
の
課
税
期
間
の
課
税
仕
入
れ
に
係

る
支
払
対
価
の
額
を
合
計
し
た
金
額
に

１
１
０
分
の
７
・
８（
軽
減
税
率
対
象
と
な

る
場
合
は
１
０
８
分
の
６
・
２
４
）を
乗
じ

た
金
額
の
80
％
（
２
０
２
６
年
10
月
１
日

か
ら
２
０
２
９
年
９
月
30
日
は
50
％
）を

算
出
し
、
そ
の
金
額
に
端
数
が
生
じ
た
場

合
に
は
、
当
該
端
数
を
切
り
捨
て
る
。

⑷
　
免
税
事
業
者
と
の
取
引
と

　
競
争
法

消
費
税
の
制
度
上
、
免
税
事
業
者
が
消

費
税
額
等
を
表
示
し
て
別
途
消
費
税
相
当

額
を
請
求
す
る
こ
と
は
想
定
さ
れ
て
い
な

い
と
さ
れ
て
い
る（
国
税
庁「
消
費
税
の
軽

減
税
率
制
度
に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ（
個
別
事

例
編
）」問
１
１
１
）。

一
方
、
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
導
入

後
の
免
税
事
業
者
と
の
価
格
設
定
や
、
消

費
税
額
と
し
て
請
求
さ
れ
る
金
額
の
受
入

れ
に
つ
い
て
は
、
消
費
税
の
制
度
変
更
時

に
お
け
る
価
格
そ
の
他
の
条
件
変
更
、
転

嫁
拒
否
、
優
越
的
地
位
の
濫
用
等
に
係
る

競
争
法（
独
占
禁
止
法
、
下
請
法
）上
の
規

制
の
対
象
と
な
る
場
合
が
あ
る
た
め
、
消

費
税
法
以
外
の
関
連
法
令
を
理
解
し
た
う

え
で
慎
重
に
検
討
し
、
対
応
す
る
必
要
が

あ
る
。

⑸
　
罰
則
規
定

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外
の
者

が
、
適
格
請
求
書
に
類
似
す
る
書
類
を
交

付
す
る
こ
と
が
あ
れ
ば
、
結
果
と
し
て
、

買
手
側
の
仕
入
税
額
控
除
が
否
認
さ
れ
る

こ
と
と
な
り
、
消
費
税
制
度
に
対
す
る
信

頼
性
を
著
し
く
損
な
う
こ
と
と
な
る
こ
と

か
ら
、
次
に
掲
げ
る
書
類
の
交
付
お
よ
び

電
磁
的
記
録
の
提
供
を
適
格
請
求
書
類
似

書
類
等
の
交
付
と
し
て
、
１
年
以
下
の
懲

役
ま
た
は
50
万
円
以
下
の
罰
金
の
対
象
と

し
て
罰
則
規
定
が
設
け
ら
れ
て
い
る（
新

消
法
57
の
５
、
65
①
４
）。

イ　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外
の
者

が
作
成
し
た
書
類
で
あ
っ
て
、適
格
請

求
書
発
行
事
業
者
が
作
成
し
た
適
格

請
求
書
ま
た
は
適
格
簡
易
請
求
書
で
あ

る
と
誤
認
さ
れ
る
お
そ
れ
の
あ
る
表
示

を
し
た
書
類

ロ　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
が
作
成
し

た
、偽
り
の
記
載
を
し
た
適
格
請
求
書

ま
た
は
適
格
簡
易
請
求
書

ハ　
イ
ま
た
は
ロ
に
係
る
電
磁
的
記
録

　「
消
費
税
法
等
の
施
行
に

伴
う
法
人
税
の
取
扱
い

に
つ
い
て（
法
令
解
釈
通

達
）」の
見
直
し

適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
導
入
後
の

「
消
費
税
法
等
の
施
行
に
伴
う
法
人
税
の

取
扱
い
に
つ
い
て（
法
令
解
釈
通
達
）」の

見
直
し
が
検
討
さ
れ
て
お
り
、
国
税
庁
の

意
見
公
募
手
続
が
行
わ
れ
た
⑸
。

見
直
し
の
趣
旨
は
、
適
格
請
求
書
等
保

存
方
式
導
入
後
は
、
免
税
事
業
者
等
か
ら

の
課
税
仕
入
れ
に
つ
い
て
、
税
抜
経
理
方

式
を
適
用
し
て
い
て
も
、
税
務
上
は
取
引

の
対
価
の
額
と
区
分
さ
れ
る
消
費
税
等
の

額
が
な
い
た
め
、
取
引
の
対
価
の
額
に
基

づ
き
法
人
税
の
課
税
所
得
金
額
の
計
算
を

行
う
こ
と
に
な
る
こ
と
を
明
確
化
す
る
こ

と
に
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
仮
払
消
費
税

等
の
額
と
は
、
法
令
の
規
定
に
よ
り
仕
入

税
額
控
除
の
対
象
と
な
る
課
税
仕
入
れ
等

に
係
る
消
費
税
額
等
の
合
計
額
で
あ
る
こ

と
と
し
、
こ
れ
と
異
な
る
金
額
で
経
理
を

し
た
場
合
に
は
、
そ
の
差
額
を
そ
の
取
引

の
対
価
の
額
に
算
入
し
て
法
人
税
の
課
税

所
得
金
額
の
計
算
を
行
う
こ
と
と
さ
れ

る
。

⑸　
「『
消
費
税
法
等
の
施
行
に
伴
う
法
人
税
の
取
扱
い
に

つ
い
て
』（
法
令
解
釈
通
達
）の
一
部
改
正（
案
）に
対
す
る

意
見
公
募
手
続
の
実
施
に
つ
い
て
」

（https://public-com
m
ent.e-gov.go.jp/servlet/

Public?CLA
SSN

A
M
E=PCM

M
STD

ETA
IL&

id=4
10020072&

M
ode=0

）

Viewpoint


